
別記第 133号様式  

                    （記号）第      号  

                    令和   年   月   日  

 

 （交付事業者等）  様  

 

                    北海道   総合振興局・振興局長  印  

 

   財産処分の承認について（通知）  

 令和   年   月   日申請の地域づくり総合事業（地域づくり推進

事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）の財産処分につい

ては、承認します。ただし、次の事項を承知してください。  

記  

１  処分後、速やかに別記第 134号様式「財産処分報告書」を提出する

こと。  

２  処分により収入のあった金額の   パーセントに相当する額を別に

 総合振興局・振興局長が発行する納入通知書により道に納付すること。  

 

                  （    部    課    係）  

 

注１  財産処分を承認しない場合は、本文中「承認します。」とあるのを「次の理由により承  

    認しません。」と書き換え、記として不承認の理由を記載すること。  

 ２  財産処分による収入の返還を要しない場合には、２を削除すること。  

 



別記第 134号様式  

 

財  産  処  分  報  告  書  

 

                       令和   年   月   日  

 

  北海道   総合振興局・振興局長   様  

 

                  住   所                          

              申請者      法人の場合は、法人の     
                   氏   名               
                     名称及び代表者の氏名   

 

  令和   年   月   日付け（記号）第    号で承認のあった財産

を次のとおり処分したので報告します。  

記  

物  件  名  処 分 方 法      金    額  処分年月日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      
円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

注  1 売払契約書の写しを添付すること。  

  2 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。  



別記第 135号様式（小規模土地改良事業）  

 

残  存  物  件  処  分  承  認  申  請  書  

 

                          令和   年   月   日  

 

  北海道   総合振興局・振興局長   様  

 

                    住   所  

                申請者      法人の場合は、法人の  
                    氏   名                        
                   名称及び代表者の氏名     
 

  令和    年    月    日付け（記号）第     号指令による  

地区地域づくり総合事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業

・小規模土地改良事業）により取得（発生）した残存物件を、次のとお

り売払（又は廃棄等）処分したいので、承認されたく申請します。  

記  

区分  名  称  
形状  

寸法  
数量  単価  金  額  

取  得  

年月日  

処分  

方法  

売払予  

定価格  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
円

 

 

 

 

  円
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   円
 

 

 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

注１  「区分」欄には、取得又は発生の別を記載すること。  

 ２  売払処分の場合は、その予定価格の算出の基礎を明らかにした調書を添付する

  こと。  

 ３  廃棄処分の場合は、その理由を明らかにした書類を添付すること。  

 ４  転用の場合は、転用しようとする事業名及びその理由を明らかにした書類を添

  付すること。                    

 ５  押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 



別記第 136号様式（小規模土地改良事業）  

                    （記号）第      号   

                    令和   年   月   日  

 

 （交付事業者等）  様  

 

                北海道   総合振興局・振興局長  印  

 

   残存物件処分の承認について（通知）  

 令和   年   月   日申請の地域づくり総合事業（地域づくり推進

事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）の残存物件処分に

ついては、承認します。ただし、次の事項を承知してください。  

記  

１  処分後、速やかに別記第 137号様式「残存物件処分報告書」を提出

すること。  

２  売払処分により収入のあった金額の   パーセントに相当する額を

 別に総合振興局長・振興局長が発行する納入通知書により道に納付す

ること。  

 

                  （    部    課    係）  

 

注１  残存物件の処分を承認しない場合は、本文中「承認します。」とあるのを「次

  の理由により承認しません。」と書き換え、記として不承認の理由を記載するこ

  と。  

 ２  残存物件処分による収入の返還を要しない場合には、２を削除すること。  



別記第 137号様式（小規模土地改良事業）   

残  存  物  件  処  分  報  告  書  

 

                       令和   年   月   日  

 

  北海道   総合振興局・振興局長   様  

 

                 住   所  

              申請者      法人の場合は、法人の  
                 氏   名                        
                             名称及び代表者の氏名       

  

 令和   年   月   日付け（記号）第    号で承認のあった残存

物件を次のとおり処分したので報告します。  

記  

物  件  名  処 分 方 法      金    額  処 分 年 月 日       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

注  1 売払契約書の写しを添付すること。  

２  押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

  



別記第140号様式（小規模土地改良事業） 

 

事 業 着 手 届 

 

                    令和  年  月  日 

 

 北海道  総合振興局・振興局長  様 

 

              住 所 
       交付事業者等     法人の場合は、法人の 
              氏 名                         

                  名称及び代表者の氏名 

 

 令和  年  月  日付け（記号）第    号指令の     

   地区地域づくり総合事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整

備事業・小規模土地改良事業）は、令和  年  月  日着手したの

で届け出ます。 



別記第 141号様式（小規模林道整備事業） 

 

事  業  着  手  届 

 

令和  年  月  日 

 

 

北海道  総合振興局・振興局長 様 

 

 

交 付 事 業 者 等     

 

 令和  年度地域づくり総合事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模林道整備事

業）について、次のとおり工事に着手したので、関係書類を添えて提出します。 

記 

 

事 業 区 分     

事 業 種 目  

路線名、施設名  

施 行 位 置 
市            町字 

郡            村字 

事

業

内

容 

開設事業 幅員  ｍ  施行延長   ｍ  施行方法 
請  負 

直  営 

改良事業等 

 

事業の種類  工種又は構造  

施行 

幅員 

ｍ  

(橋幅  ｍ) 

施行延長 

又は 

面  積 

ｍ  

(橋幅  ｍ) 
施行方法 

請  負 

直  営 

事業着手年月日 工事着手年月日 工事完成予定年月日 事業完了予定年月日 

平成 年 月 日 令和 年 月 日 令和 年 月 日 令和 年 月 日 

工   事   請   負   者 
摘     要 

住         所 氏     名 

   

注１ 請負施行の場合は、入札経過書、請負契約書及び工事工程表のそれぞれの写しを添付すること。 



別記第 142号様式（小規模治山事業） 

 

事 業 着 手 届 

 

                                                        番         号 

                                                         令和  年  月  日 

 

       総合振興局・振興局長  様 

 

                                                   住所 

                                      交付事業者等 

                                                   氏名                     

 

  事業名                                                                        

  令和  年  月  日付け   第     号指令で交付金の交付の決定を受けた

上記事業は、次のとおり着手したので、関係書類を添えて提出します。 

記 

１ 事業着手年月日             令和  年  月  日 

２ 工事着工年月日             令和  年  月  日 

 

注：１  この様式に添付する関係書類は、請負施行の場合、入札経過書及び契約書とする。 

    ２  事業着手年月日は、請負工事だけの場合は起工の起案年月日を、測量試験等を工 

   事の発注に先行して行う場合は、その起案年月日を記載すること。 



別記第 143 号様式（船揚場整備事業） 

 

 

工 事 着 手 届  

 

                                                          （記       号） 

                                                          令和  年  月  日 

 

北海道   総合振興局・振興局長  様 

 

                                            （交付事業者等）             

 

      事業名 地域づくり総合事業 

      （地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業） 

 

 令和  年  月  日付け（記号）第    号指令をもって交付金の交付の決定を

受けた上記事業に係る工事に着手したのでお届けします。 

 

                                   記 

 

 １．事 業 種 目         

 ２．着 手 年 月 日        

 ３．完成予定年月日 

 ４．事 業 実 施 主 体        

 ５．事 業 施 行 箇 所        

 ６．事 業 施 行 者        

 ７．事 業 施 行 方 法        

 ８．事 業 量        

 ９．事 業 費        

 10．道 費 補 助         



別記第 144号様式（小規模土地改良事業）  

 

備  品  購  入  承  認  申   請  書  

 

                        令和   年    月   日  

 

  北海道   総合振興局・振興局長   様  

 

                  住  所  

           交付事業者等     法人の場合は、法人の  
                  氏  名                        

                                      名称及び代表者の氏名  

 

  次のとおり備品を購入したいので、承認されたく申請します。  

記  

１  事業名     地域づくり総合事業（地域づくり推進事業・地域産

        業基盤整備事業・小規模土地改良事業）  

 

２  地区名  

 

３  備品の概要  

品   名  規格・構造  購 入 予 定 日       購入予定価格  耐用年数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
円

 

 

    年
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  購入理由     

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 



別記第 145号様式（小規模土地改良事業）  

                    （記号）第      号  

                    令和   年   月   日  

 

 （交付事業者等）  様  

 

                北海道   総合振興局・振興局長  印  

 

   備品購入の承認について（通知）  

 令和   年   月   日申請の地域づくり総合事業（地域づくり推進

事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）     地区の備

品購入については、承認します。ただし、次の事項を承知してください。  

記  

１  この備品購入に係る交付対象経費は、定率法又は定額法で計算した

 損料とします。  

  なお、各年度の交付対象経費は、各年度の損料に交付対象事業に要

 した月数を乗じ、 12で除した額とします。  

２  備品を購入した場合は、速やかに「損料報告書」を提出してくださ

 い。  

 

                  （    部    課    係）  

 

注  備品購入を承認しない場合には、本文中「承認します。ただし、次の事項を承知

 してください。」とあるのを「次の理由により承認しません。」と書き換え、記と

 して不承認の理由を記載すること。    



別記第 146号様式（小規模土地改良事業）  

 

損   料   報   告   書  

 

                    令和   年   月   日  

 

 北海道   総合振興局・振興局長   様  

 

               住  所  

         交付事業者等     法人の場合は、法人の  
               氏  名                          
                                     名称及び代表者の氏名  

                                              

 令和  年  月  日付け（記号）第    号で承認のあった備品につい

ての損料は、次のとおりです。  

記  

１  取得年月日   令和   年   月   日  

２  取得価格              円  

３  耐用年数              年  

４  交付対象損料（計算式は別紙のとおり）   

 (1) 定率法   １年目         円（令和   年度）  

        ２年目         円（令和   年度）  

        ３年目         円（令和   年度）  

        ４年目         円（令和   年度）  

        ５年目         円（令和   年度）  

        ６年目         円（令和   年度）  

         ・          ・     ・  

         ・          ・     ・  

 (2) 定額法          円（令和   年度～令和   年度）  

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

注１  損料の交付対象期間は、耐用年数とする。  

 ２  交付対象損料の計算は、定率法又は定額法のいずれかとする。  

 ３  押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。  



別記第 147号様式（小規模土地改良事業）  

 

備品に関する交付対象地区変更承認申請書  

 

                       令和   年   月   日  

 

  北海道    総合振興局・振興局長   様  

 

                 住  所  

           交付事業者等      法人の場合は、法人の     
                 氏  名                             
                                     名称及び代表者の氏名  

   

 次のとおり備品に関する交付対象地区を変更したいので、承認された

く申請します。  

記  

１  備品名  

２  備品購入承認年月日  令和   年    月   日（記号）第   号  

３  変更内容  

 

 
変 更 前       変 更 後       

事 業 名     
 

        

 

        

地 区 名     

 

        

 

 

        

 

 

４  変更理由           

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。  



別記第 148号様式（小規模土地改良事業）  

                    （記号）第      号  

                    令和   年   月   日  

 

 （交付事業者等）  様  

 

                 北海道   総合振興局・振興局長  印  

 

   備品に関する交付対象地区変更の承認について（通知）  

 令和   年   月   日申請の備品に関する交付対象地区の変更につ

いては、承認します。ただし、次の事項を承知してください。  

記  

  この変更後の事業地区に係る交付対象経費は、変更前の事業地区の

 損料を継続するものとします。  

  なお、各年度の交付対象経費は、継続する各年度の損料に交付対象

 事業に要した月数を乗じ、 12で除した額とします。  

 

                  （    部    課    係）  

 

注  交付対象地区の変更を承認しない場合には、本文中「承認します。ただし、次の

 事項を承知してください。」とあるのを「次の理由により承認しません。」と書き

 換え、記として不承認の理由を記載すること。  



別記第149号様式（小規模土地改良事業） 

事 務 検 査 調 書 

 

１  事業名 

２  地区名 

３  交付事業者名 

４  交付金額  金     円   

５  関係書類の整備状況 

検 査 事 項                   整 備 状 況      

(1) 事業実施に関する書類  

(2) 受益者の負担に関する書類  

(3) 会計に関する書類  

(4) 用地補償等に関する書類  

(5) その他必要な帳簿及び書類  

６ 収支の状況 

収 

 

入 

道 交 付 金       

     円 

市町村補助金 

     円 

起    債 

     円 

農林漁業資金 

     円 

受益者負担金 

     円 

事 業 主 体 負 担 金       

     円 

 

     円 

 

     円 

 

     円 

収 入 計       

円 

支 

 

出 

純 工 事 費       

     円 

測 量 試 験 費       

     円 

用 地 補 償 費       

     円 

工 事 雑 費       

     円 

 

     円 

 

     円 

 

     円 

 

     円 

 

     円 

支 出 計       

     円 

  北電及びＮＴＴ負担金                円（上記収支状況の外数）  



７  賦課金（分担金）の状況 

 (1) 賦課内容 

 

受 益 者 数      

 

 

賦課金（分担金）総額 

 

 

賦 課 基 準        

 

 

徴 収 の 方 法        

 

 

     人 

 

 

 

          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 納入状況 

 

納 入 済 額       

 

 

未 納 入 額       

 

 

未納付受益者数 

 

 

         

  

 

 

 

 

 

 

          円 

 

 

 

          円 

 

 

 

       人 

 

 

８ 検査の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 上記のとおり検査しました。  

 

      年  月  日 

 

                   所 属                

                   職氏名                 



別記第 150 号様式（船揚場整備事業） 
 

実績報告に係る書類審査・現地調査及び工事完成検査調書 
 

対 
象 
事 
業 
等 

交付事業の名称 
 
 

交 付 事 業 者        
 
 

間接補助事業者 
 
 

完 了 期 限   年  月  日 

完 了 年 月 日   年  月  日 

書
類
審
査 

審 査 年 月 日           年  月  日 

実  施  者 
（職・氏名） 

 
 

審 査 結 果 
 
 

現 
 
 
 
 
地 
 
 
 
 
調 
 
 
 
 
査 
 
 
 
 
等 

調 査 年 月 日          年  月  日 

実 施 方 法  実 地 調 査 ・ 書類提示調査 

実 施 場 所 
 
 

実  施  者 
（職・氏名） 

 
                           印 

対  応  者 
 
 

調 
 
査 
 
書 
 
類 

収 支 関 連      
帳簿・伝票・通帳・領収証書 
その他（                        ） 

契 約 関 連       
契約書・入札関係書類 
その他（                        ） 

履 行 証 明      
日誌・写真 
その他（                        ） 

調 査 結 果 
 
 

工

事

完

成

検

査  

工事目的物の名称   

着 工 ・ 完 成 
着工：    年   月   日  

完成：    年   月   日  

交付事業者等 
 

 

検 査 年 月 日 
 

 

検 査 員 

（ 職 ・ 氏 名 ） 

 

検 査 結 果 
交付金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件のとお

り完成したことを認める。  

 
注 １ 工事完成検査が、検査の結果不合格の場合は、本文を「上記の建設工事は、検査の結果、次

の理由により不合格と認めます。」と書き換えた上、その不合格の理由をこの様式の下方に
詳細に記載すること。 

２ この様式には、必要に応じ資料を添付すること。 



別記第 151号様式（小規模林道整備事業） 
 

生 産 林 道 整 理 簿 
 
利用区域番号  
生産林道名  
所 在 地  

 

年度別開設延長 
 

区分 路線名 
幅員 
 ｍ 

 年 
  ｍ 

 年 
  ｍ 

 年 
  ｍ 

 年 
  ｍ 

 年 
  ｍ 

 年 
  ｍ 

計 
  ｍ 

          
          
          
          
          

 

主な作工物 
 

路線名 
開 渠 工 管渠工（90cm以上） 

番号 延長 番号 延長 番号 延長 番号 延長 番号 延長 
           
           
           
           
           

 
注(1)利用区域番号は当初の開設時に設定し、同一市町村通し番号とする。 
 (2)生産林道名は、区分欄の幹線名を記入する。 
 (3)所在地は、市町村名及び字名（又は一般的に呼称されている地区名）を記入する。 
 (4)区分は、幹線、支線、分線の別を記入し、同一幹線から分岐する路線を一葉に記載する。 
 (5)主な作工物の管渠工は 90cm 以上のものを記載する。 
 (6)この実施要綱制定以前に作成した生産林道整理簿については、従前のまま使用できるものとす
る。 
 

利用区域の現況 
 
主たる森林所有者名 所在区分 所有者の異動等 
   
   
   
   
   
   

 
注 所在区分は地元居住者（在村）とそれ以外（不在村）の区別を記入する。 
 

制限林の手続き 
 

制限林の種類 
許  可  内  容 

許可条件等 
年月日 番号等 期間 面積 

      
      
      
      

 



別記第 152 号様式（小規模治山事業） 

 

地域づくり総合交付金  

（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模治山事業）事業台帳  

台  帳  番  号            施工年度  平成   年度 

事   業   名           

事業期間及び工事の

着 手 、 完 成 年 月 日          

 事業期間     年  月 日から    年  月  日まで 

 工事着手      年  月 日完成    年  月  日まで 

 
 

工

事

施

行

地 

 
 
 

 
 
箇 所 名        

           都                町 
                               字                  番地地内 
           市                村 

 

土地の所有者        

（住所）                     （氏名） 

（住所）                     （氏名） 

 

土地の権利者        

（住所）                     （氏名）  

（住所）                     （氏名）  

 
 
施 工 面 積        

山腹工      ha 
 
事面積 

渓間安      ha 
 
定面積 

         ha 
計 
 

効果       ha 
 
面積 

事  業  費          金              円   請 負 工 事 費 金                円 

現 場 監 督 員          職氏名 

完 成 検 査 員          職氏名 

工 事 請 負 者          

（ 名 称 、 所 在 地          

  代 表 者 名 等 ）          

 

 

 

土 地 に 関 す る          

権 利 の 種 類 、          

期 限 、 範 囲 等          

 

 

 

 

主 た る 工 種 数 量          

 

 

 

 

 

備  考          

 

 

 

 

  注１ 「備考」欄には、災害名、市町村計画番号等を記入すること。  

    ２  施設の図面、完成写真を別添として添付すること。  



別記第 153 号様式（小規模治山事業） 

 

地域づくり総合交付金 

（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模治山事業）営繕施設簿 

 

 設 置 場 所         

 

 

 

 設 置 費 用          

 

 

 

 名 称         

 

 

 

 設  計  額         

 

                  円 

 

 構 造 等 概 要         

 

 

 

 施  行  額         

 

                  円 

 

 施 行 方 法         

 

 

 工 事 監 督 員         

 所 属 職 氏 名         

 

 

 設 計 者         

 所 属 職 氏 名         

 

 

 完 成 検 査 員         

 所 属 職 氏 名         

 

 

 

 施 設 年 月 日         

 

   年  月  日 

 

 

 

 

 工 事 

 

 請負人 

所在地 

 

名 称 

 

 

 

設置場所の変更、修繕年月日、廃止等 写 真（名刺判） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注 でき形構造図、位置図を添付しておくこと。 



別記第 154 号様式（小規模治山事業） 

 

地域づくり総合交付金 

（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模治山事業）機械器具簿 

機 械 器 具 名 種          設 置 費 用          

製 作 所 名          備 品 台 帳 番 号          

製 作 年 月 日               年  月  日          写   真（名 刺 判） 

製 作 番 号           

 

 

 

 

 

 

購 入 費 目          

購 入 価 格                           円 

購 入 年 月 日               年  月  日 

耐 用 年 数          

処 分 年 月 日               年  月  日 

処 分 価 格                           円 

仕      様  

附属工具その他          

運 転 等 記 録         （別紙のとおり） 

 

（別添） 

運 転 等 記 録 

運転（走行）キロ 主燃料消費量 修       理 
備 考 

月  計 累 計 月  計 累 計 年 月 日 事 項 費 用 

     km 

 

     km 

 

     l 

 

       l 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注１ この様式は、取得価格１件５０万円以上（効用の増加したものを含む。）の機械器具に  

     ついて作成すること。 

    ２  機械器具ごとに別添とすること。 

    ３  運転（走行）キロ、主燃料消費量の各欄の記載は、自動力機械について記載すること。 



別記第 155号様式（農業振興施設等整備事業、漁業振興設備等整備事業、産業活性化支援施設整備事業） 

 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）に係る事業効果報告書 

 

令和  年 月  日 

 

○○総合振興局長・振興局長 様 

交付事業者名 

 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）の交付事業について、交付要綱の規定に

より、次のとおり令和  年度の事業効果を報告します。 

記 

１ 交付対象事業の概要 

（１）事業名    

（２）交付年度  令和  年度 ※複数年度に渡り交付金を交付された場合は最終交付年度を記載 

       ・報告書提出回数（※事業効果報告書の提出回数に○を記載） 

１回目（   ） ２回目（   ） ３回目（   ） 

（３）事業内容   

 

２ 事業効果等に関する状況 

（事業によって得られた実績や、事業がもたらした地域への効果等について記載してください。また、

実績については具体的な数値等で示してください。） 

 

 

 

 

※事業効果等に関する状況については、記載内容を補完又は証明する資料（利用状況、写

真等）を添付すること。 

 

３ 今後の課題及び方向性 

（これまでの実績等を踏まえ、今後の課題（改善すべき事項）及び取組の方向性について記載してくだ

さい。） 

 

 

 

 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

 

注 １ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

 

 

 



【 記 載 例 】 

別記第 155号様式 

 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）に係る事業効果報告書 

 

平成２５年４月○日 

 

○○総合振興局長 様 

○○町長  

 

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）の交付事業について、実施要綱の規定に

より、次のとおり平成２４年度の事業効果を報告します。 

記 

１ 交付対象事業の概要 

（１）事業名   農業振興施設等整備事業（××××設備導入事業） 

（２）交付年度  平成２３年度 ※複数年度に渡り交付金を交付された場合は最終交付年度を記載 

       ・報告書提出回数（※事業効果報告書の提出回数に○を記載） 

１回目（ ○ ） ２回目（   ） ３回目（   ） 

（３）事業内容  ××××設備の整備 

 

２ 事業効果等に関する状況 

（事業によって得られた実績や、事業がもたらした地域への効果等について記載してください。また、

実績については具体的な数値等で示してください。） 

 

本町においては、地域の畑作農業の情勢と輪作体系上、馬鈴薯及びにんじん生産の振興

が必要不可欠な状況にあり、農業所得減を補うための品目横断的な施策として、加工用馬

鈴薯及びにんじんの作付増加による所得向上を目標としている。このため、農作業の効率

化、品質及び生産性の向上を図るため、本事業において××××設備を導入したが、その

結果、対象作物の収穫面積等が増加し、農家所得の増加、作業効率の改善といった効果が

現れている。具体的な効果は次のとおり。 

 

・収穫面積 H24実績：○ha  （対前年比 ○％増 H23 □ha、H22 △ha） 

 ・生産量  H24実績：○ t   （対前年比 ○％増、H23 □t、H22 △t） 

 ・販売高  H24実績：○百万円（対前年比 ○％増、H23 □百万円、H22 △百万円） 

 

３ 今後の課題及び方向性 

（これまでの実績等を踏まえ、今後の課題（改善すべき事項）及び取組の方向性について記載してくだ

さい。） 

 

 平成２４年度は上記２のとおり効果が得られたため、引き続き農作業の効率化、品質及

び生産性の向上を図るが、○○の点については、◇◇◇◇といった課題があるため、平成

２５年度はこの点について□□□□、△△△△などを実施することによって改善を試み、

さらなる事業効果の発揮に努めることとする。 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 



別記第 156号様式 

 

地域づくり総合交付金 交付事業等執行遅延（不能）報告書 

 

令和  年 月  日 

 

○○総合振興局長・振興局長 様 

                             

                            住所 

 

交付事業者 

 

                            氏名 

 

 

事業名                            

 

 

 

  令和 年  月  日付け（記号）第 号指令で交付金の交付の決定を受けた上記 

の事業について、次の理由により予定の期間内に完了する見込みがない（その遂行が 

困難となった）ので報告しますから指示をお願いします。 

 

（遅延又は遂行困難の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

                       本件責任者 氏名・連絡先 

                       担 当 者 氏名・連絡先 

 

 

注 １ この様式は、交付金等の交付の決定を受けた事業の執行が遅延し、又は困難と 

なった場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付 

決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式には、報告時点における当該交付事業等の進捗状況その他必要と認 

められる事項を記載した書類を添付すること。 

 

 


